
長野県公認心理師・臨床心理士協会規約 

 

第１章 名称と事務局 

第１条 本会は長野県公認心理師・臨床心理士協会と称する。 

第２条 本会の事務局は事務局長が所属する機関に置く。 

第３条 本会は、日本公認心理師協会又は一般社団法人日本臨床心理士会が定める団体会員となる。 

 

第２章 目的と事業 

第４条 本会は会員相互の協力と各種機関の相互理解により心理臨床の発展を促進し、かつ公認心理

師又は臨床心理士としての資質と技能の向上を図るとともに会員相互の親睦を図ることを目

的とする。 

 

第５条 本会は前条の目的を達成するために次の事業を行う。 

① 会員相互の研修のため、研究会（研修会）等の開催 

② 心理臨床の発展と普及に関する事業 

③ 日本公認心理師協会、日本臨床心理士資格認定協会、一般社団法人日本臨床心理士会及び各種

関連学会が主催する諸事業についての協力と発展に資するための諸活動 

④ その他前条の目的を達成するために必要と認める事業 

 

第３章 会員 

第６条 本会の会員は、公認心理師の登録を受けた者又は日本臨床心理士資格認定協会が認定する臨

床心理士の資格を取得した者であって、入会を希望する者とする。 

２） 会員の入会については、理事会の承認を得なければならない。 

３） 前条の各条件にかかわらず、本会には名誉会員を置くことができる。ただし、この場合は総

会の承認を得なければならない。 

４） 会員は、理事会の決議で定める「倫理規定」「倫理綱領」を遵守しなければならない。 

５） 会員が退会を希望する場合及び会費の滞納が２年分以上ある場合に、その資格を失う。 

６） 会員が本会の目的に著しく違反する行為を行った場合や本会の倫理に関する規定に違反した

場合は、理事会の議決を経て会員資格を失うことがある。 

 

第４章 役員 

第７条 本会には次の役員を置く。 

会長 １名  副会長 若干名  事務局長 １名  会計 １名 

理事 １６名（会長、副会長、事務局長、会計を含む） 監事 ２名 

第８条 会長は理事会において選出し総会の承認を得る。 

第９条 理事のうち８名は、選挙選出理事とし、会員の投票によって選出し、総会の承認を得る。 

２） 役員の選挙を行うために必要な規程は理事会において定める。 

３） 理事のうち他の８名は、理事会選出理事とし、理事会において選出し、総会の承認を得る。

この場合、各種機関及び県内全域にまたがるように配慮する。 

４） 副会長、事務局長、会計は理事の互選による。 

 

第１０条 監事は理事会の責任において選出し、会長が委嘱する。ただし、理事の中より選出するこ

とはできない。 

第１１条 会長の任期は２年とし連続２期までとする。役員の任期は２年とし、通算３期（６年）ま

でとする。ただし、理事会選出理事については、この限りではない。なお、職場異動等によ

り役員に欠員が生じたときは必要に応じて補充することができる。この場合、書面等により

会員に報告することで承認をえるものとし、その任期は前任者の残任期間とする。 

第１２条 本会には、会の発展に資するために会員外から顧問を置くことができる。 

 

第５章 会議と運営 



第１３条 会長は本会を代表し、会務を総括する。 

２） 会長と理事は理事会を組織して会務を執行する。なお、理事会の議長は副会長とする。 

３） 副会長は会長の承認を得て、理事会を招集する。 

４） 理事会は必要に応じて委員会を組織し、その担当理事（委員長兼務）を決め、委員会の円滑

な運営に当たる。 

５） 監事は本会の会計及び事業を監査する。 

第１４条 総会は会長の招集により１年に１回以上開催する。 

２） 総会は会員の過半数以上（委任状を含む）の出席により成立する。 

３） 会員の過半数の要望があれば、会長は臨時総会を開催しなければならない。 

４） 理事会が必要と認め召集の請求をした時には、会長は臨時総会を開催できる。 

第１５条 総会及び理事会における議決に際しては、出席者の３分の２以上の同意を必要とする。 

２） 本会の規約改正は、総会において出席者の３分の２以上の同意を必要とする。 

第１６条 公務による会員の旅費は次の通りとする。ただし、適用は会長の裁定による。 

① 交通費 県外：実状を考慮し、その実費全額を支給する。県内：最も経済的な通常の経路及び

方法をもとに実費を支給する。 

② 宿泊費 通常の方法により宿泊した場合の実費を支給する。ただし、1泊８，０００円以内と

する。ただし、公務が学会、研修会等に連続して、開催地で行われる場合は、上記の定めにか

かわらず旅費を支給しない。学会・研修会に参加しない場合は支給する。主催者より、交通費・

宿泊費が支給される場合は除く 

第１７条 本会運営に直接関連する弔慰に関する支出は、次の通りとする。 

① 弔電  会員の死亡 

② 香典  会員の死亡（１０，０００円） 

前項に当てはまらないものについては、会長の裁定による。 

 

第６章 会費 

第１８条 本会の会費は会員の入会金及び年会費、研修会費等をもって充当する。 

２） 入会金は３，０００円とする。 

３） 年度会費は５，０００円とする。 

４） 研修会費等は、その都度必要経費として徴収することができる。 

５） 会計年度は、４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

附則 

（施行期日） 

１） この規約は平成４年７月１２日から施行する。 

２） この規約は平成１１年７月４日から施行する。 

３） この規約は平成１５年６月１４日から施行する。 

４） この規約は平成１７年６月２６日から施行する。 

５） この規約は平成１８年４月１日から施行する。 

６） この規約は平成１８年６月２５日から施行する。なお、１８条３）については平成１９年度

から適用する。 

７） この規約は平成２２年７月３日より施行する。 

８） この規約は平成２４年６月１６日より施行する。 

９） この規約は平成２６年６月２１日より施行する。 

１０）この規約は平成３１年２月１９日から施行する。 

（検討） 

１１）この規約については、この規約の施行後三年を目途として、この規約の施行状況等を勘案し、

検討が加えられ、必要があると認められる時は、その結果に基づいて、必要な措置を講じるも

のとする。 


